
（平成２４年４月２５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正を不要と判断したもの 3 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認山口地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



山口厚生年金 事案 1144 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年７月 20日から 43年１月頃まで 

 私は、昭和 42 年２月４日から 43 年１月頃までＡ社（Ａ社のＢ事業は、

Ｃ社が継承）Ｄ営業所に勤務しＥ業務に従事していたが、厚生年金保険被

保険者資格の喪失日が 42年７月 20日となっている。 

しかし、私は、入社から昭和 43 年１月頃までＡ社Ｄ営業所に継続して

勤務しており、給与明細書は既に処分して所持していないが、申立期間も

厚生年金保険料を給与から控除されていたと思うので、申立期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間についても申立事業所のＤ営業所に継続して勤務して

おり、厚生年金保険料を給与から控除されていたと主張しているところ、申

立事業所は、昭和 42 年７月＊日に破産宣告決定されていることが商業登記簿

謄本により確認でき、46 年 10 月１日に厚生年金保険の適用事業所でなくな

っており、事業主も既に死亡している上、Ｃ社は、「申立事業所に係る台帳

等の記録簿は引き継いでいない。」と回答していることから、申立人の申立

期間に係る勤務実態及び保険料の控除を確認する関連資料及び供述を得るこ

とができない。 

また、申立人は、申立事業所に勤務していた同僚を記憶していないことか

ら、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、被保険

者資格の喪失日が申立人と同日の 53 人及び申立事業所の破産宣告決定後も被

保険者資格が継続している 39 人のうち、連絡先が判明した 51 人に照会を行

ったところ、35 人から回答を得たが、申立人を知っていると回答した者はお

らず、申立人の申立期間に係る勤務実態及び保険料の控除に関する供述を得



ることができない。 

さらに、Ｃ社の回答により、申立事業所のＤ営業所に勤務していた者で、

申立事業所を退職した後も引き続きＣ社の職員としてＤ営業所に勤務してい

たとする同僚３人が判明したことから、当該同僚３人に照会したところ、い

ずれの者も「申立人を記憶していない。」と回答している。 

加えて、前述の被保険者原票において、申立人の被保険者資格の喪失日は

昭和 42 年７月 20 日となっており、オンライン記録と一致していることが確

認でき、申立事業所に係る申立人の雇用保険の離職日（昭和 42 年７月 21

日）ともおおむね符合している上、申立事業所が破産宣告決定された 42 年７

月中に被保険者資格を喪失している者が申立人以外に多数（234 人。そのう

ち申立人の喪失日と同日の者は、53人）いることが確認できる。 

また、申立事業所は、商業登記簿謄本により、昭和 45 年 12 月＊日に破産

廃止決定され、62 年１月 20 日に商号をＦ社に変更（事業目的にＢ事業は含

まれていない。）していることが確認できるところ、同社は、「申立事業所

に係る関連書類は一切引き継いでいない。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



山口厚生年金 事案 1145 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間①及び②について、厚生年金保険被保険者として厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 27年４月から同年 11月まで 

          ② 昭和 28年 12月から 30年 10月まで 

申立期間①について、私は、Ａ社Ｂ支店Ｃ課の係長の世話により、中学

校の同級生と一緒にＡ社Ｂ支店にＤ職種として入社し、Ｅ社において、Ｆ

業務の補助用務に従事した。 

申立期間②について、私は、Ｇ社（現在は、Ｈ社）Ｉ事務所にＤ職種と

して入社し、Ｊ社Ｋ事務所内において、Ｌ業務に従事した。Ｄ職種として

一緒に勤務した複数の同僚及びＤ職種責任者を覚えている。 

私は、申立期間①及び②とも正社員として勤務したと思っており、規模

が大きい両事業所では従業員を厚生年金保険に加入させていたはずなので、

申立期間①及び②を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、入社の経緯及び従事していたとする業

務内容を具体的に記憶しており、Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿において、申立人が入社に当たり世話になったとする上司の

厚生年金保険の被保険者記録が確認できることなどから判断すると、期間

の特定はできないものの、申立人は、Ａ社Ｂ支店のＣ課にＤ職種として勤

務していたことがうかがえる。 

しかしながら、申立人が一緒に入社したとして名前を挙げている中学校

の同級生だったとする同僚は、連絡先不明のため、当該同僚から申立人の

勤務実態及び厚生年金保険料の控除に関する供述を得ることができない上、

前述の被保険者名簿において、当該同僚の被保険者記録は確認できない。 

また、前述の被保険者名簿において、昭和 24 年５月２日から 28 年３月



16 日までの期間に厚生年金保険被保険者資格を取得している同僚 90 人の

うち連絡先が確認できた 13 人に照会したところ９人から回答があったが、

申立人を知っている者及びＡ社Ｂ支店のＣ課に勤務していたとする者はお

らず、申立人が名前を挙げている同課の課長、係長及びＤ職種責任者も既

に死亡していることから、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて供述を得ることができない。 

さらに、Ａ社Ｂ支店は、「申立期間①に係る関連資料を既に廃棄してお

り、申立人の勤務実態等は確認できないが、当時、Ｄ職種等の臨時社員は

入社と同時には厚生年金保険に加入させておらず、約２年から３年経過し

て正社員となったときに加入させていたと思う。」と回答している上、申

立期間①後にＡ社Ｂ支店のＣ課に勤務していたとする同僚は、「私は、昭

和 30 年 12 月 29 日にＡ社Ｂ支店のＣ課に臨時社員として入社し、35 年頃

に試験を受けて正社員となった。」と回答しているところ、当該同僚は、

前述の被保険者名簿において、入社したとする時期の約２年 10 か月後の昭

和 33 年 10 月１日に被保険者資格を取得していることが確認できることな

どから判断すると、当時、Ａ社Ｂ支店では、Ｄ職種等の臨時職員について、

必ずしも入社と同時に厚生年金保険に加入させていたとは限らない状況が

うかがえる。 

加えて、Ａ社Ｍ支店、同社Ｎ支店、同社Ｏ支店及びＡ社Ｂ支店に係る被

保険者名簿又は健康保険厚生年金保険被保険者原票において、申立期間①

を含む昭和 20 年９月１日から 62 年７月１日まで被保険者記録が確認でき

る者は、「私は、入社から退社まで一貫して社会保険事務等の総務関係業

務に従事してきたが、申立人を知らない。正社員の採用等の人事権はＡ社

Ｐ支店にあり、Ａ社Ｂ支店には無かった。申立人の勤務期間は短期間（８

か月）である上、労働基準法による危険有害業務の就業制限の可能性があ

る 18 歳未満（当時、申立人は 17 歳）のＤ職種を正社員として雇用するこ

とは考えられない。」と回答している。 

また、Ａ社Ｂ支店に係る被保険者名簿を見ても、申立期間①に申立人の

名前は無い。 

２ 申立期間②について、申立人は、従事していた業務の具体的な内容、複

数の上司及び同僚の名前を記憶しており、Ｇ社Ｉ事務所に係る被保険者名

簿において、当該上司及び同僚の被保険者記録が確認できることなどから

判断すると、期間の特定はできないものの、申立人はＧ社Ｉ事務所にＤ職

種として勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、Ｇ社Ｉ事務所は、昭和 38 年 12 月１日に厚生年金保険の

適用事業所でなくなっており、当時の所長及び副所長は既に死亡している

上、Ｈ社は、「当社にはＧ社Ｉ事務所に係る資料は保存されていないので、

申立人の勤務実態や保険料控除状況は不明である。」と回答していること



から、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認できない。 

また、Ｇ社Ｉ事務所に係る事務の移管先であるＨ社Ｑ支社は、「当社が

保管している昭和 23 年以降の健保・厚年被保険者名簿を確認したが、申立

人の名前は確認できなかった。」と回答している。 

さらに、Ｇ社Ｉ事務所に係る被保険者名簿において、Ｇ社Ｉ事務所が厚

生年金保険の適用事業所となった昭和 27年２月１日から 31年５月 20日ま

での期間に被保険者資格を取得している同僚 28 人のうち連絡先を確認でき

た３人に照会し、二人から回答があったところ、一人は、「当時、Ｇ社Ｉ

事務所にはＤ職種が約 30 人から 40 人いたが、ほとんどの者が厚生年金保

険には加入していなかった。私は、日雇いのＤ職種としてＧ社Ｉ事務所に

勤務したが、私の親の病気治療に健康保険被保険者証が必要だったので、

Ｇ社Ｉ事務所に依頼して健康保険に加入した。同時に厚生年金保険にも加

入した。」と回答し、他の一人は、「当時のことはよく覚えていない。」

と回答している。 

加えて、前述のＤ職種だったとする同僚及び申立人の回答から、申立期

間②当時におけるＧ社Ｉ事務所のＤ職種は 35 人前後であったと推認できる

ところ、前述の被保険者名簿から昭和 28 年 12 月当時の被保険者数は７人

であったことが確認できる上、申立人がＤ職種であったとして名前を挙げ

ている同僚一人の名前を確認することができないことなどから判断すると、

当時、Ｇ社Ｉ事務所では、Ｄ職種について、必ずしも全員を厚生年金保険

に加入させていたとは限らない状況がうかがえる。 

  また、前述の被保険者名簿を見ても、申立期間②に申立人の名前は無く、

健康保険の整理番号に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したとは

考え難い。  

３ このほか、申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金

保険料を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



山口厚生年金 事案 1146（事案 968の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間①、②及び③について、厚生年金保険被保険者として

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 46年４月から 49年４月まで 

          ② 昭和 49年５月から 51年４月まで 

          ③ 昭和 51年５月から 53年４月まで 

私は、申立期間①はＡ社において、申立期間②はＢ社において、申立期

間③はＣ社において、当時は氏名をＤとして勤務しており、いずれの申立

期間においても、正社員としてＥ職種の業務に従事していた。 

前回の申立てで、全ての申立期間に係る厚生年金保険の被保険者記録に

ついて、訂正が必要とまでは言えないとする通知を受け取ったが、申立期

間①及び③については、私の兄が先に勤務しており、私は兄と同じ職種で、

同じ労働条件ということで入社したはずなのに、兄にだけ厚生年金保険の

被保険者記録があることに納得できない。 

また、新たな事情は無いが、申立期間②についても再度調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、複数の同僚の供述から判断すると、申立人がＡ社

に勤務していたことは推認できるものの、勤務期間は特定できない上、事

業主、経理担当者及び同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にお

いて申立期間①当時の被保険者記録が確認できる複数の同僚から聴取して

も、申立人に係る厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる供述は得られないこと、前述の被保険者名簿に申立人の名

前は見当たらず、健康保険の整理番号に欠番も無いことから申立人の記録

が欠落したとは考え難いことなどとして、既に当委員会の決定に基づき平

成 23 年１月 13 日付けで年金記録の訂正が必要とまでは言えないとする通



知が行われている。 

今回、申立人は、申立人より先に同社に勤務していた申立人の兄と同じ

職種及び労働条件で同社に入社したにもかかわらず、申立人の兄には厚生

年金保険の被保険者記録があり、申立人には被保険者記録が無いことに納

得できないとして再申立てをしていることから、前回の申立てに係る照会

に回答が無かった申立人の兄、及び前述の被保険者名簿において、申立期

間①当時の被保険者記録が確認できる同僚（昭和生まれで、同社に係る被

保険者期間が 12 か月以上ある者）のうち連絡先が判明した 21 人に新たに

照会し、申立人の兄及び同僚 15 人から回答が得られたところ、複数の同

僚の回答から判断すると、申立人は、申立期間①のうち、少なくとも昭和

46年８月１日から 49年５月１日まで同社に勤務していたと推認できる。 

しかしながら、申立人の兄は、「申立人の勤務期間及び厚生年金保険の

加入状況については分からない。」と供述している上、前述の 15 人から

聴取しても、申立人に係る厚生年金保険の加入状況及び保険料控除につい

て確認できる供述は得られない。 

また、申立人の兄及び前述の 15 人のうち、申立人と同じＥ職種の業務

に従事していたとする８人については、同社に係る雇用保険の被保険者記

録が確認できる一方、申立人については同社に係る雇用保険の被保険者記

録が確認できないなど、委員会の当初の決定を変更すべき事情は見当たら

ない。 

２ 申立期間②について、元事業主及び複数の同僚の供述から判断すると、

申立人がＢ社に勤務していたことは推認できるものの、勤務期間は特定で

きない上、元事業主の供述から判断すると、申立期間②当時、同社におい

ては従業員全員について必ずしも厚生年金保険に加入させていたとは限ら

ない状況がうかがえること、同社に係る被保険者名簿において申立期間②

当時の被保険者記録が確認でき社会保険事務を担当していたとする者は、

「申立人の厚生年金保険への加入手続をした記憶は無い。」と供述してい

ること、前述の被保険者名簿において申立期間②当時の被保険者記録が確

認でき連絡先が判明した同僚７人について、同社に係る雇用保険の被保険

者記録が確認できる一方、申立人については同社に係る雇用保険の被保険

者記録が確認できないことなどとして、既に当委員会の決定に基づき平成

23 年１月 13 日付けで年金記録の訂正が必要とまでは言えないとする通知

が行われている。 

今回、申立人は、新たな事情は無いが、申立期間②についても再度調査

してほしいとして、再申立てしていることから、前述の被保険者名簿にお

いて申立期間②当時の被保険者記録が確認でき、前回の申立てに係る照会

において回答が無かった５人に再度照会したところ、一人から回答が得ら

れたが、当該同僚は申立人を知らず、申立人に係る厚生年金保険の加入状



況及び保険料控除について確認できる供述は得られない。 

また、前述の被保険者名簿を再度確認したが、申立期間に申立人の名前

は見当たらず、健康保険の整理番号に欠番も無く、申立人と類似した名前

の被保険者記録も確認できないことから、申立人の記録が欠落したとは考

え難い。 

さらに、申立人は、「事務担当者は社長の次女であった。」と主張して

いるところ、元事業主は、「申立期間②当時は、私の妹（申立期間当時の

事業主の長女）が事務をしていた。」と供述しており、当該元事業主の妹

は、「私は、昭和 47 年頃から同社で経理や社会保険関係の事務を行って

いた。申立人が勤務していたことは知っているが、勤務時期及び厚生年金

保険の加入状況については分からない。」と供述しているなど、委員会の

当初の決定を変更すべき事情は見当たらない。 

３ 申立期間③について、元事業主、経理及び社会保険業務を担当していた

とする元取締役並びに複数の同僚の供述から判断すると、申立人がＣ社に

勤務していたことは推認できるものの、勤務期間は特定できない上、元取

締役は、「小さな事業所だったので、社会保険に係る届出をした従業員に

ついては全員覚えているが、申立人の厚生年金保険被保険者資格に係る取

得届は提出した覚えが無い。」と供述していること、同社に係る被保険者

名簿に申立人の名前は見当たらず、健康保険の整理番号に欠番も無いこと

から申立人の記録が欠落したとは考え難いことなどとして、既に当委員会

の決定に基づき平成 23 年１月 13 日付けで年金記録の訂正が必要とまでは

言えないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、申立人より先に同社に勤務していた申立人の兄と同じ

職種及び労働条件で同社に入社したにもかかわらず、申立人の兄には厚生

年金保険の被保険者記録があり、申立人には被保険者記録が無いことに納

得できないとして再申立てをしていることから、前回の申立てに係る照会

に回答が無かった申立人の兄、並びに前述の被保険者名簿において申立期

間③当時の被保険者記録が確認できる同僚のうち、今回新たに連絡先が判

明した二人及び前回申立て時に連絡先が判明していた６人のうち照会に回

答の無かった二人に照会し、当該５人全員から回答が得られたところ、複

数の同僚の回答から判断すると、申立人は、申立期間③において同社に勤

務していたと推認できる。 

しかしながら、申立人の兄は、「申立人の勤務期間及び厚生年金保険の

加入状況については分からない。」と回答している上、回答のあった他の

同僚４人から聴取しても、申立人に係る厚生年金保険の加入状況及び保険

料控除について確認できる供述は得られない。 

また、申立人の兄、元取締役及び前述の申立期間③に係る被保険者記録

が確認でき連絡先の判明した８人については、同社に係る雇用保険の被保



険者記録が確認できる一方、申立人については同社に係る雇用保険の被保

険者記録が確認できないなど、委員会の当初の決定を変更すべき事情は見

当たらない。 

４ このほか、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①、②及び③

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認め

ることはできない。 

 


